
第２部 海洋のこの一年 

令和３年度、我が国においては様々な海洋に関する話題がありました。ここでは、主

な話題をトピックスとして紹介します。 

１ 2050 カーボンニュートラルの実現に向けた海洋の取組 

 我が国の国民生活・経済活動にとって現に重要な役割を果たしている海洋分野は、

これからの脱炭素社会への挑戦においても重要な役割を果たしていくことが期待され

ることから、「2050年カーボンニュートラル」等の高い目標の実現に向けて積極的に

取り組んでいます。 

（１） 洋上風力発電に係る取組 

洋上風力発電は、大量導入が可能であり、コスト低減による国民負担の低減効果や

経済波及効果が大きく、再生可能エネルギーの主力電源化に向けた切り札です。 

令和2年12月に策定された「洋上風力産業ビジョン（第1次）」においては、2030

年までに1,000万kW、2040年までに3,000万kW～4,500万kWの案件形成を掲げ

るなど意欲的な目標を掲げ、まずは魅力的な国内市場の創出に政府としてコミットす

ることで、国内外からの投資の呼び水とし、その上で事業環境整備等を通じて投資を

「洋上風力産業ビジョン（第 1 次）」の概要 
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促進することにより、競争力があり強靱な国内サプライチェーンを構築していくこと

としています。さらに、将来のアジア展開のための産業競争力強化に向けて必要な要

素技術を特定した「洋上風力の産業競争力強化に向けた技術開発ロードマップ」を令

和３年４月に策定するとともに、グリーンイノベーション基金「洋上風力発電の低コ

スト化」プロジェクトを通じた要素技術開発や実証を進めることで、国際競争を勝ち

抜く次世代産業を創造していくこととしています。 

今後も、官民一体となった議論を継続し、中長期的な政府及び産業界の目標の実現

に向けた取組を順次進めていきます。 

【参考】洋上風力発電の整備に係る海域の利用の促進に関する主な取組 

平成31年4月に施行された「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用

の促進に関する法律」に基づき、「秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖」、「秋田県由利本荘

市沖（北側・南側）」、「千葉県銚子市沖」、「長崎県五島市沖」の４か所（５区域）について、

事業者の選定を完了し、「秋田県八峰町及び能代市沖」については、令和３年12月に事業者

の公募を開始しています。 

令和４年４月１日現在、早期に促進区域に指定できる見込みがあり、より具体的な検討

を進めるべき区域である「有望な区域」には７か所、将来的に有望な区域となり得ることが

期待される区域である「一定の準備段階に進んでいる区域」には10か所が整理されていま

す。 

（２）船舶に係る取組（ゼロエミッション船1）

国際海運においては、令和３年６月に、世界の大型外航船への新たな CO2 排出規

制「既存船燃費規制（EEXI）・燃費実績（CII）格付制度」を日本主導で国際海事機関

（IMO）に共同提案しました。本提案は IMO において合意され、規制は令和５年１月

から開始されます。EEXI の導入により、これまで新規建造船のみに掛かっていた燃費

規制が既存船に対しても掛かることになり、新規建造船の代替促進が期待されます。

また、CII の導入により、運航実績に基づく格付けが行われることから、省エネ航行の

取組等が加速することが予測されます。 

また、令和３年６月に海運脱炭素化 R&D 支援国際ファンド創設案を日本主導で共

同提案し、同年 11 月に「GHG 削減戦略」において「2050 年までに GHG 排出量

を全体としてゼロ（2050 年カーボンニュートラル）」を新たな目標として掲げるこ

とを共同提案するとともに、令和 3 年 10 月にグリーンイノベーション基金「次世代

船舶の開発」プロジェクトのテーマ・実施者を選定し、水素燃料船、アンモニア燃料

船等に係る技術開発・実証を開始するなど、国際海運の GHG 排出量削減に向けた取

組を進めました。 

令和４年度も引き続き、産学官連携の下、国際海運の GHG 排出量削減に貢献しつ

つ我が国の国際競争優位性を一層高めるべく、IMO における国際ルールの整備を主導

し、技術開発課題等を包括的に検討していきます。また、国際海運 2050 年カーボン

1 「ゼロエミッション船」 対 2008 年比で 90～100%の効率改善を達成する船舶 
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ニュートラルの実現に向けた取組は、官民の幅広い関係者における個々の取組を俯瞰

して進める必要があることから「国際海運 2050 年カーボンニュートラルに向けた

官民協議会」を立ち上げ、関係者間の情報交換を適切に実施することで、ゼロエミッ

ション船の商業運航開始に向けて各分野の取組をマッチングさせ、我が国造船・海運

業の国際競争力の強化と国際海運のカーボンニュートラル実現に向けて取り組んでい

きます。 

また、内航海運においては、令和３年４月から、有識者、関係業界からなる「内航

カーボンニュートラル推進に向けた検討会」を開催し、同年 12 月にその成果を「と

りまとめ」として公表しました。 

「とりまとめ」では、「更なる省エネの追求」として、①連携型省エネ船2の開発・

普及、②既存船における省エネ・省 CO2 の取組、③燃費性能の見える化の推進を掲

げています。併せて、「先進的な取組への支援」として、①LNG 燃料船、水素 FC 船、

バッテリー船等の実証・導入支援、②水素燃料船、アンモニア燃料船等に関する技術

支援、③ガス燃料船の安全ガイドラインの策定など環境整備を掲げています。今後も

更なる省エネの追及や先進的取組の支援等をすることで、内航船の低・脱炭素化を推

進していきます。 

 

（３）カーボンニュートラルポート（CNP）の形成に向けた取組 

港湾分野においては、水素・燃料アンモニア等の大量・安定・安価な輸入・貯蔵等

を可能とする受入環境の整備や、港湾オペレーション及び港湾立地産業の脱炭素化等

を図るCNPの形成に取り組んでいます。 

令和３年６月から、有識者を交えて「カーボンニュートラルポート（CNP）の形成

に向けた検討会」を開催し、議論を踏まえ、同年12月、「CNPの形成に向けた施策の

方向性」をとりまとめるとともに、「「CNP形成計画」策定マニュアル（初版）」を

                                         
2 「連携型省エネ船」 荷主等とも連携して省エネ・省 CO2 を高度化した船舶 

内航船の低・脱炭素化の先進的な取組の例 
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公表しました。 

今後、同マニュアルに基づき、令和４年度に創設した補助制度等も活用しながら、

港湾管理者によるCNP形成計画の策定を促進するとともに、船舶への陸上電力供給設

備の整備、低炭素型荷役機械等の導入等に取り組んでいきます。 

 

CNP 形成に向けた取組の例 
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２ 海洋資源の活用をめざして 

我が国は、世界第６位の広さを誇る領海・排他的経済水域を有し、これら海域には、

石油・天然ガスに加え、メタンハイドレートや海底熱水鉱床、コバルトリッチクラス

ト、レアアース泥などの海洋資源の存在が確認されています。これら海洋資源の開発

に向けて、「第３期海洋基本計画」及び「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画（平成

31 年２月 15 日 経済産業省改定）」等に基づき、着実かつ計画的に取り組んでいま

す。 

１．島根・山口県沖合における試掘調査 

島根・山口県沖合において石油・天然ガスの賦存が期待されることから、株式会社

INPEX 山陰沖開発（株式会社 INPEX の子会社）がオペレーターとして実施する探鉱

事業について、JOGMEC（独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構）初の国

内における探鉱出資対象事業3として、令和 3 年 12 月に採択されており、令和４年

５月より試掘調査が実施されています。 

本事業は、国が進めてきた基礎物理探査や基礎試錐の成果を活用して民間企業がオ

ペレーターとして事業を引き継ぐ最初の事例です。商業規模の石油・天然ガスが発見

されれば、我が国のエネルギー安定供給に直結するものであり、今後の調査結果が期

待されます。 

3 「株式会社 INPEX の島根・山口県沖合における探鉱事業の出資採択について 

～JOGMEC 初の国内探鉱出資対象事業～」

https://www.jogmec.go.jp/news/release/news_01_00002.html 

試掘調査で利用するセミサブマーシブル型リグ HAKURYU-5 

提供：日本海洋掘削株式会社（JDC） 
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２．SIP 第 2 期 革新的深海資源調査技術 

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「革新的深海資源調査技術」は、水深

6,000m 以浅の海域調査を可能とする世界最先端調査システムの開発及び世界に先

駆け深海に存在するレアアース泥生産技術の確立を目標としています。 

（１）レアアース概略資源量評価の高精度化 

計画初年度から進めてきた南鳥島沖合

の水深約 6,000m の海底下レアアース濃

集帯の 3D マッピング作業及び概略資源量

評価を完了させ、有望開発候補地点の選定

を行い、その結果、南鳥島周辺の排他的経

済水域（EEZ）には、JOGMEC による調

査を大きく上回る規模のレアアース資源の

存在が明らかとなりました。今後は将来の

鉱区設定などを見据えながら、レアアース

資源量評価の更なる高精度化を進めます。 

（２）深海調査技術に係る取組 

自律型無人探査機（AUV）による効率的

な連続運用を目指した技術が深海ターミナ

ルです。これを用いることで、深海での

AUV への急速充電と採取データ伝送保管

が可能となり、従来の充電のための船上揚

収作業が著しく軽減され、より安全で効率

的な AUV の運用が実現します。 

計画の３年目に当たる令和 2 年度には、

深海ターミナル実機製作と併せ、AUV と深

海ターミナルのドッキング、非接触充電、

光データ伝送システム等の性能を浅海域試

験において確認しました。 

さらに、令和 3 年度には全樹脂電池を新

たに採用し、水深 1,000m での深海域試

験を実施しました。これにより深海ターミ

ナルの連続運用日数は従来目標の5日間か

ら 10 日間に倍増します。 

AUV 複数機制御技術の開発では、実海

域において、計画の３年度には、異機種

AUV3 機での隊列運航試験を成功させ、現

レアアース濃集帯のイメージ 

深海ターミナルドッキングのイメージ 

AUV-AUV 間通信試験の概念図 
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在、異機種 AUV5 機での隊列制御試験に向けての技術開発を進めています。また、

これら AUV 複数機制御技術の更なる技術展開として、将来の群制御に向けた AUV

相互間の通信・測位技術に関する実海域試験も実施し成功しました。 

（３）深海生産技術に係る取組 

本プロジェクトの中でも最も難易度の高い、深海からのレアアース泥生産技術開発

については、地球深部探査船「ちきゅう」から深海までの揚泥管設計及び 3,000m 分

の製作を完了しました。同時に、揚泥管の先端のレアアース泥層切削ブレードを取り

付けた解泥機、採泥機を取り付け、解泥したレアアース泥を揚泥管内の循環流に乗せ、

深海から船上まで持ち上げる閉鎖型揚泥システムの設計を完了し、製作に入りました。 

令和 3 年度は、完成した 3,000m 分の揚泥管、簡易揚泥管、接続管、各種ツール

等が完成し、「ちきゅう」船上での接続試験を実施しました。令和 4 年 8 月には、実

際に水深 3,000m 海域で、海域解泥・揚泥試験を実施して各機器の性能を確認し、

水深 6,000m からのレアアース泥回収技術の確立を目指します。 

水深 6,000m の深海からのレアアース泥回収には、巨大な「ちきゅう」に、6,000m

分の揚泥管、集泥管・解泥機・採泥機などの海底設置機器全てを保持させる等、難易

度の高いオペレーションが求められます。機器開発とともに、シミュレーション試験

技術も取り入れながら、実海域での安全で効率が良くかつ環境負荷を最小限にとどめ

る回収作業のための運用指針の策定を行っています。世界で初めての深海からのレア

アース泥の生産技術の確立に向けて、確実なステップを踏みながら研究開発を進めて

います。 

地球深部探査船「ちきゅう」とレアアース泥システム概念図 
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３ 海事産業の基盤強化に向けて 

海事産業強化法 

我が国の海上輸送は、造船、海運並びに人的基盤である船員の３分野が一体となっ

て支えており、相互に密接に関連した我が国海事産業を構成していますが、激しい国

際競争、燃費性能等に優れた船舶の導入の必要性や船員の高齢化、内航海運における

経営力・生産性の向上の必要性など様々な課題に直面しています。 

そこで、令和３年５月に成立・公布された「海事産業の基盤強化のための海上運送

法等の一部を改正する法律（海事産業強化法）」において、必要な制度の創設・改正や

支援措置を講ずることで、造船、海運並びに船員分野の基盤強化を一体的に措置する

こととしました。 

造船・海運分野の競争力強化に

ついては令和３年８月 20 日に

施行され、生産性向上や事業再編

等を行う造船事業者の計画や、そ

れら造船事業者で建造され、安

全・環境等に優れた船舶の導入計

画の認定制度及び支援措置の活

用を促進することで、海運と造

船・舶用工業の競争力を相互に強

化する好循環の実現を図ります。 

さらに、船員の働き方改革を進

めるべく、船員の労働時間等の管

理を陸上の労務管理責任者が行い、オーナーが適切な措置を講ずる仕組みを構築しま

した。あわせて、内航海運における取引環境の改善や生産性の向上を図るため、船員

の労働に関するオペレーター及び荷主の責務を規定し、オーナー、オペレーター及び

荷主が一体となった船員の適切な労務管理を行うこととする他、船舶管理業にかかる

登録制度の創設等を行いました。これらの新たな制度は、一部を除き令和４年４月よ

り施行されており、今後、これらの制度の適切な運用に取り組みます。 

造船・海運分野の競争力強化等に向けた取組

（提供：国土交通省）

船員の働き方改革・内航海運の生産性向上等に向けた取組（提供：国土交通省） 
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４ 我が国周辺の海洋をめぐる厳しい情勢 

近年、我が国周辺の海洋をめぐっては、日本海大和堆周辺水域において後を絶たな

い中国や北朝鮮等の外国漁船による違法操業、尖閣諸島周辺海域において繰り返され

る中国海警局に所属する船舶（中国海警船）による領海侵入等、厳しい情勢が続いて

います。 

（１） 日本海大和堆周辺水域等における外国漁船への対応状況 

日本海大和堆周辺の我が国排

他的経済水域（EEZ）での外国漁

船による操業については、違法

であるのみならず日本漁船の安

全操業の妨げにもなっており、

極めて問題となっています。 

このため、水産庁及び海上保

安庁は、多数の外国漁船による

違法操業を防止するために、漁

業取締船及び巡視船を同水域に

重点的に配備し、放水等の厳し

い措置により我が国EEZから退

去させています。 

さらに、漁業取締船及び巡視

船を増隻するなど取締体制の強

化を図っているほか、違法操業

の停止や、違法操業を行う外国

漁船に対し我が国EEZからの退

去を指導するよう、外交ルート

等を通じて、繰り返し強く申し

入れるなど関係省庁が連携しな

がら対応を行っています。 

今後も、違法操業が多発する

水域・時期において重点的かつ

効果的な取締り等を実施し、我

が国の漁業秩序を脅かす外国漁

船による違法操業に対し厳正な

対応を続けていきます。 

 

我が国排他的経済水域から中国漁船を退去させる 
水産庁漁業取締船 

上：大和堆周辺水域の中国漁船群 
下：我が国排他的経済水域から中国漁船群を退去させる

水産庁漁業取締船 
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（２） 尖閣諸島周辺海域の状況

尖閣諸島は南西諸島西端に位置している魚釣島等から成る島々の総称です。海上保

安庁は、尖閣諸島周辺海域において昼夜を分かたず、巡視船艇・航空機により領海警

備を実施しています。 

尖閣諸島周辺の接続水域においては、ほぼ毎日、中国海警船による活動が確認され

ており、令和３年における1年間の確認日数は332日となり、過去最多の333日（令

和２年）と同程度になったことに加え、接続水域における連続確認日数は過去最長の

157日となりました。さらに、尖閣諸島周辺の我が国領海において、中国海警船が日

本漁船に近づこうとする事案も繰り返し発生しており、令和２年は８件であったのに

対し、令和３年は18件発生しています。中国のこうした活動に対し、外交ルートを通

じ繰り返し厳重に抗議しており、また、現場では海上保安庁巡視船が中国海警船に対

し領海からの退去要求や進路規制を繰り返し実施して領海外へ退去させるとともに、

日本漁船の周囲に巡視船を配備し漁船の安全を確保しています。また、昨今、中国海

警船の大型化・武装化も進んでおり、情勢は厳しさを増しています。 

こうした状況を念頭に、海上保安庁では、平成28年12月、関係閣僚会議において

決定された「海上保安体制強化に関する方針」を踏まえ、体制強化を計画的に進めて

いるところであり、これまでに大型巡視船17隻、測量船２隻、航空機７機、測量機１

機、無操縦者航空機1機などの増強整備に着手しています。日本政府は、引き続き、

我が国の領土・領海を断固として守り抜くという方針の下、関係省庁間で緊密に連携

し、国際法及び国内法令に則って冷静、かつ、毅然とした対応を続けていきます。 

領海警備に従事する巡視船
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５ きれいで豊かな瀬戸内海の実現に向けて 

瀬戸内海環境保全特別措置法改正 

かつて「瀕死の海」とも呼ばれるほどに水質汚濁が進行した瀬戸内海の水質は、瀬

戸内海環境保全特別措置法（瀬戸法）に基づく対策をはじめとする様々な取組が奏功

し、一部の海域を除き、全体としては一定程度改善しました。一方、一部の海域にお

いては、ノリの色落ち等の水産業への悪影響が指摘されるようになってきたこと等を

踏まえ、平成 27 年の瀬戸法改正では、「豊かな海」を目指すこと、施策について「湾、

灘その他海域ごとの実情」に応じて行うこと等が盛り込まれました。 

その後、きれいで豊かな海の実現に向けて、より具体的に制度を盛り込むため、令

和 3 年６月に瀬戸法が改正され、令和４年４月に施行されました。 

今般の瀬戸法改正のポイントは、次の 4 点です。 

①関係府県知事が栄養塩類の管理に関する計画を策定できる制度の創設

②自然海浜保全地区の指定対象を拡充し、藻場・干潟等が再生・創出された区域等

も指定可能とする

③国と地方公共団体の責務として、海洋プラスチックごみを含む漂流ごみ等の除

去・発生抑制等の対策を連携して行う旨を規定

④環境の保全を、気候変動による水温の上昇その他の環境への影響が瀬戸内海に

おいても生じていることを踏まえて行う旨を基本理念に規定

 また、この瀬戸法改正を受けて、同法に基づく瀬戸内海環境保全基本計画が令和４

年 2 月に変更されました。新たな基本計画のポイントは ①各地域が主体となって、

地域の実情に応じた「海域ごと」「季節ごと」の視点を踏まえ、きめ細やかな栄養塩類

の管理や藻場・干潟等の保全・再生・創出といった「里海づくり」を推奨すること、

②気候変動や海洋プラスチックごみといった課題は、個々の地域での取組に加え、内

陸域を含む瀬戸内海地域全体で連携した取組を促進すること、の 2 点です。

今般の瀬戸法改正も契機に、地域が主体となったこれらの取組が更に進むよう、環

境省としてもより一層、関係府県・地域関係者と連携し、「きれいで豊かな瀬戸内海」

の実現に取り組んでいきます。 

令和３年 瀬戸内海環境保全特別措置法改正の概要 
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６ 北極域研究に関する取組 

「北極」は、地球全体の温暖化に比べて約３倍の速さで温暖化が進行しており、気

候変動の影響を最も受けやすい地域として知られています。また、北極域の利活用に

も世界が注目しています。 

一方、北極海には海氷があるため観測することが難しく、「観測データの空白域」と

言われています。気候変動対策や北極域の利活用等を進めていくためには、観測を通

じて北極域の科学的知見を収集していくことが大変重要です。昨年、我が国がアジア

で初めて開催した第３回北極科学大臣会合（ASM3）では、「国際連携観測・研究」

や「北極の人材育成」が重要であるとの共同声明が採択されました。今後、国際的に

取組が進んでいくことになりますが、現在、我が国として進めている取組をご紹介し

ます。 

（１） 北極域研究加速プロジェクト

我が国は、平成３年にノルウェーのニーオルスンに基地を開設してから、約 30 年

間にわたって北極域研究に取り組んできました。北極域における温暖化増幅の仕組み

の解明や、研究者が取得したデータの共有システムの構築など、様々な成果をあげて

きたところです。 

現在は、令和２年度から開始した「北極域研究加速プロジェクト（ArCSII）」を通

じて北極研究に取り組んでいます。ArCSII では、これまでの観測・研究を更に加速さ

せるとともに、日本の若手研究者の北極派遣や、海外の北極研究者を日本に招聘し、

国際共同研究を進めるなど、北極の人材育成に関する取組を拡充しています。 

（２） 北極域研究船の建造

北極海での観測を更に加速させていく

ため、我が国は令和３年度から北極域研究

船の建造を開始しました。北極域研究船

は、砕氷機能を有し、北極海海氷域での観

測が可能な研究船で、令和８年度の就航を

予定しています。単に砕氷機能を有するだ

けでなく、高精度・多項目な観測機器を搭

載した「研究船」としての設計となってお

り、世界トップレベルの観測・研究能力を

有します。 

また、北極域研究船は、北極域の国際連携プラットフォームとしての運用を予定し

ており、諸外国との共同観測・研究を通じ、観測データの空白域である北極域の科学

的知見を収集していくことが期待されています。 

北極域研究船の完成イメージ
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７ 海洋における科学技術の発展 

国立研究開発法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）創立 50 周年 

JAMSTEC は令和３年 10 月に、前身であ

る「海洋科学技術センター」の発足（昭和 46

年 10 月 1 日）から 50 周年を迎えました。 

政官民が手を携えて発足してから半世紀、

JAMSTEC は日本の海洋科学技術研究開発の

中核的機関として、海と地球に関するさまざま

な課題に取り組んできました。調査船やスーパ

ーコンピュータなどの大型設備の整備が進み、現在では船舶 6 隻と各種探査機を擁

する、海外のトップクラスの研究機関とも肩を並べる組織に成長しました。こうした

ファシリティを活用することで時々刻々と変容する社会の要望に応えるとともに、

多くの研究開発成果を挙げ、知のフロンティアを広げてきました。 

また、この記念すべき年に、かつて JAMSTEC に在籍し、現在はフェローである

真鍋淑郎博士がノーベル物理学賞を受賞したという大変喜ばしいニュースが舞い込

みました。同博士は長らく米国大気海洋庁の地球流体力学研究所で気候モデリングの

研究に従事し、1997 年から 2001 年の４年間は、当時黎明期にあった JAMSTEC

の気候モデリングチームを指導しました。ノーベル賞に繋がった主な業績は、1960

年代半ばから 1970 年代の気候モデル開発に関する革新的な成果で、「地球の気候を

物理的にモデル化し、変動を定量化して信頼できる地球温暖化予測を行った」ことが

授賞理由です。地球科学分野へのノーベル物理学賞授与は珍しく、そうした観点から

も画期的な受賞です。 

同博士の研究も契機となって、気候の変化が社会に

深刻な影響を与えるのではないかという懸念が現実的

なものとして受け止められるようになり、後の「気候

変動に関する政府間パネル（IPCC)」の設立に繋がっ

ています。同博士が日本滞在中に開発に関わった気候

モデルは、同博士が米国に戻られた後も、JAMSTEC

をはじめとする国内研究機関が協力して開発を続け、

今や日本を代表するモデルの一つとして、IPCC の報

告書にも貢献する数多くの成果を創出しています。 

JAMSTEC は、この 50 年で培った研究開発力を

礎に、海洋探査・研究に取り組み、先進的な成果を生

み出すことはもちろん、持続可能な人類社会の実現に

向け様々な課題に柔軟に対応できる組織として、今後

も我が国の発展に貢献していきます。 
2021 年ノーベル物理学賞

（真鍋淑郎博士） 

50 周年ロゴマークは、5 の上部に船の旗を
あしらい、0 は海と地球をイメージしてい
ます。泡をモチーフにして深海へのあくな
き挑戦を表現しています。 

JAMSTEC50 周年 
記念ロゴマーク 

JAMSTEC50 周年特設
サイト 
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８ 特定有人国境離島地域における観光 DX 推進のための取組 

電子振興券（島バウチャー）事業 

コロナ禍において接触機会を低減できる電子決済が急速に普及し、政府においても

DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進に取り組んでいるところです。ま

た、全国各地の観光地域では、地域を訪れる観光客のデータを継続的に収集・分析し、

データに基づき戦略策定等に取り組むことが重要であり、こうした取組においては、

宿泊施設、観光施設、地方公共団体等の関係者が連携してデータを収集・分析するこ

とが有効と考えられています。 

一方、有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持に

関する特別措置法（平成 28 年法律第 33 号）における特定有人国境離島地域にお

いては、特定有人国境離島地域社会維持推進交付金を活用して、当該地域への滞在を

促す観光サービスの企画・開発等の取組が進められています。特に、企画乗船券や旅

行商品の販売促進のためのクーポンや体験・宿泊証明の電子化が進むことで、旅行消

費の増大、リピーターの確保等につながると期待されています。 

特定有人国境離島地域のさら

なる観光促進を目指すため、観光

客のニーズ等を詳細に調査する

目的で、モデル地域（新潟県佐渡

島、島根県隠岐諸島、長崎県壱岐

島、長崎県宇久島、鹿児島県こし

き島列島）において電子観光振興

券「島バウチャー」を用いた実証

実験を行いました。「島バウチャ

ー」は、地域内の宿泊、飲食、観

光、2 次交通サービス等の支払い

の一部に利用でき、対象地域の宿

泊施設を利用した旅行者のうち 

アンケートへの回答者に対して

配布されました。（配布期間：令

和３年 10 月～令和４年２月） 

今回の実証実験を通じて把握

した観光客の属性や電子クーポ

ンの利用履歴等を分析・活用し、

特定有人国境離島地域の観光が

より身近なものとなるよう取り

組んでいきます。 島バウチャーの利用を呼び掛けるポスター 
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